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図1 新型コロナ感染拡大が営業利益に与えたマイナスの影響（複数回答）
(%)

（注）1企業につき最大3つまで回答可。上位項目のみ記載。 回答企業数：72社

（出所）ジェトロ「2020年海外進出日系企業実態調査（北米編）」
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図2 ビジネス活動が正常化する時期

すでに正常化している 2020年内

2021年前半 2021年後半

2022年以降 ビジネス活動が正常化する見通しは立たない

（出所）ジェトロ「2020年海外進出日系企業実態調査（北米編）」
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図3 正常化後の需要環境見込み

新型コロナ感染拡大前の需要環境に戻る 製品・サービスの需要がやや減少する

製品・サービスの需要が大きく減少する 製品・サービスの需要が増加する

その他

（出所）ジェトロ「2020年海外進出日系企業実態調査（北米編）」
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図4 新型コロナを受けた事業戦略やビジネスモデル見直し内容（複数回答）
(%)

回答企業数：81社（出所）ジェトロ「2020年海外進出日系企業実態調査（北米編）」
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